
 
資料８  

平成１７年度離島対策・不法投棄等対策支援事業について 
 

(財)自動車リサイクル促進センター 
再資源化支援部 

 
１．準備状況等 
  
１）準備状況 
［離島対策支援事業］ 
１６年 ３月 「基本的考え方」（出えん率上限、出えん範囲等）を中環審・産構審合同会議に報告。

６月 
 
「要綱」を理事会にて決定。（なお、１１月「要綱」改訂（輸送パターンの内容追加）
を理事会にて決定。） 

８月～１１月 離島市町村への説明会実施。 
１１月～１７年４月 自治体事業計画の作成フォロー及び内容確認 

５月   自治体の出えん要望の把握 
    

[不法投棄等対策支援事業] 
１６年 ７月 「基本的考え方」（出えん率上限、出えん範囲等）を中環審・産構審合同会議に報告。

１１月 「要綱」を理事会にて決定 
１１月 都道府県・保健所設置市への説明会開催 

１７年 ５月 自治体の出えん要望の把握（なお、環境省において３月にアンケートも実施済） 
     
  
  ２）自治体の出えん要望 

     １７年度より活用したい １８年度以降活用したい
離島対策支援事業（１４７市町村） ８１市町村 ６６市町村 
不法投棄等対策支援事業 具体的な要望なし － 

 
 ［離島対策支援事業に係る自治体からの主な要望内容］ 
① 出えん率が変動すると島内住民への説明が困難になるため、出えん率は事業開始当初から上限
の８０％で固定して欲しい。 

② 可能な限り早期（１７年１０月～）での出えん開始をお願いしたい。また、事業開始初年度は、
準備作業（補正予算措置手続き・理解普及活動等）が必要となるため、出えん開始の３ヶ月前
には出えん方針（出えん率・出えん開始時期）の内示がないと事業の円滑な開始が困難。 

 
２．出えん方針 
  平成１７年度途中から離島対策支援事業を開始することとなった場合の各自治体における要望
額を確認したところ、総計３．１３億円となっている（別紙１参照）。 
  一方、５月までに発生した特定再資源化預託金等は３．５２億円となっている（別紙２参照）。 
  こうした状況を踏まえると、９月の時点においては、支援部において必要となる事務費用（１．
２５億円）を含めた計４．３８億円以上の特定再資源化預託金等が発生することが想定される。 
このため、自治体からの要望を踏まえ、１０月からの事業開始を前提として、次ページの１）～３）
の出えん方針を各自治体に案内することについて、６月に開催された離島対策等検討会及び資金管
理業務諮問委員会において審議・承認されたことを受け、７月１日に各自治体に展開済み。 
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１）１０月１日より事業を開始する。 
２）出えん率は８０％とする。 

  ３）個別の事案の出えんについては、９月の離島対策等検討会及び資金管理業務諮問委員会を経
て承認される。 

   
 なお、具体的な出えんに際しては、９月の時点で再度離島対策等検討会及び資金管理業務諮問委員  
会の審議を経て確定し、資金管理法人が主務大臣の承認を受けることとなる。 

 
※１：支援部における事務費用（１．２５億円）については、第７回資金管理業務諮問委員会の審議

を経て、予算計上済。 
※２：不法投棄等対策支援事業については現時点において、自治体より具体的な出えん要望がないた

め、基本的には１７年度は実施せず、１８年度からの事業開始を想定。ただし、出えん要望等
があった場合については別途検討・調整する。 

 
 
３．今後の予定 ：離島市町村作業 
 

６月１４日  第５回離島対策等検討会（出えん方針審議・決定） 
６月２１日  第９回資金管理業務諮問委員会（出えん方針審議・承認） 
 ７月 １日  内示 
 
７～９月  １７年度下期補正予算措置手続き・議会承認および島内 

住民への理解普及活動 
～８月上旬  協力要請書（正規）作成・提出 
 
～９月中旬  第６回離島対策等検討会（出えん計画審議・決定） 
        第１０回資金管理業務諮問委員会（出えん計画審議・承認） 
        資金管理法人より、主務大臣に出えんに関する承認の申請 
 ９月下旬  協力予定連絡書送付 
１０月1日～ 事業開始 

    
※３： なお、自動車リサイクル法第１０６条第３号の主務大臣の公示については、

７月に離島市町村からの公示申請、８月に主務大臣が一括して公示することが
予定されている。 

 
以上 
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